
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 10,954 0

要求額 10,970 0

決定額 10,970 0

千円)

16,529

16,529

0

0

健康福祉部　地域福祉課　生活支援係 電話番号：058-272-1111(内3451)

16,87416,529１ 事 業 費

（１）要求の趣旨（現状と課題）

使用料 財　産区  分

手数料

0 0 0 0

事業費

16,874

寄附金

0

一　般
財　源

5,920

予 算 要 求 資 料

令和６年度当初予算 支出科目 款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費

 ＜財源内訳＞

財 源 内 訳

　就労準備支援事業費

(前年度予算額：

事 業 名

E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 0 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　本事業はひきこもり等の長期間就労していない方を対象として、一般就労に従事する準
備としての基礎能力の形成を、計画的かつ一貫して支援する事業である。
　また、新型コロナウイルス感染症の流行期は過ぎたものの、コロナ禍において職を失っ
た方など、生活困窮者からの相談は多いことが予想されるため、引き続き支援を行ってい
く必要がある。

【就労準備支援事業】
　ア．就労準備支援プログラムの作成　（就労準備支援員を配置し、協力事業者の開
　　　拓や支援対象者の課題の把握と支援方法の決定などを実施）
　イ．日常生活自立に関する支援　（電話もしくは自宅訪問等による起床等の促し、
　　　身だしなみに関する助言などにより、適切な生活習慣の形成を促す）
　ウ．社会生活自立に関する支援　（基本的なコミュニケーション能力の形成、ボラ
　　　ンティア活動への参加等を通じて社会的能力の形成を促す）
　エ．就労自立に関する支援　（就労体験の提供。模擬面接、ビジネスマナー講習な
　　　どによる一般就労に向けた技法・知識の修得）

【就労準備支援事業交通費支援事業】
　　県が生活困窮者自立支援法に基づき生活困窮者の自立相談支援事業を実施する郡部に
　おいて、生活困窮者が就労準備支援事業に参加する場合に、必要な交通費を支給する。

5,559

5,559

0 0 0



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

事業内容

決定額の考え方
　

事業内容の詳細

就労準備支援事業委託費16,456千円
就労準備支援事業交通費支援事業委託費　73千円

　なし

・県内では２１市が就労準備支援事業を実施中。
・全国では自立相談支援事業の実施主体のうち、６９５自治体（７７％）が実施中。
　（令和４年７月１日現在。厚生労働省実施の生活困窮者自立支援法等に基づく各事業の
　　事業実績調査集計結果による。）

（１）各種計画での位置づけ

４ 参 考 事 項

16,529

　岐阜県地域福祉支援計画

（２）国・他県の状況

委託料

３ 事業費の積算 内訳

合計

金額

16,529

【就労準備支援事業】
○福祉事務所未設置の町村区域における実施主体は県。（法第４条②二）
○負担区分
（就労準備支援事業）国庫補助率２／３（法第１５条②一）

【就労準備支援事業交通費支援事業】
　生活困窮者への交通費の直接支給に要する経費については国庫補助の対象外。



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R4年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由
　当事業が必要な生活困窮者については、ひきこもり等の長期間就労していない方な
どであり、ニーズが潜在化しており、実態の把握が困難であるため、指標の設定は難
しい。

　県内の各支所において、相談支援業を実施し、関係機関等の連携により支援
ニーズの把握に努めた。
　令和２年度には、ひきこもり等の長期間就労していない方の相談のうち、８５
件の支援プランの作成につなげることができた。

（これまでの取組内容と成果）

令
和
３
年
度

令
和
４
年
度

　県内の各支所において相談支援を行い、就労準備支援対象者に対し対象者の状
態に合わせて段階的に就労に結びつけるための支援プログラムを実施。
　令和４年度には、ひきこもり等の長期間就労していない方の相談のうち、４６
件の支援プランの作成に繋げることができた。
　また、生活困窮者が就労準備支援事業に参加する生活困窮者等に参加のために
要する交通費を支給し、生活困窮者就労準備支援事業の利用促進につなげた。対
象者：４人、利用件数：０回

令
和
２
年
度

　県内の各支所において相談支援を行い、就労準備支援対象者に対し対象者の状
態に合わせて段階的に就労に結び付けるための支援プログラムを実施。
　令和３年度には、ひきこもり等の長期間就労していない方の相談のうち、８０
件の支援プランの作成につなげることができた。
　また、生活困窮者が就労準備支援事業に参加する生活困窮者等に参加のために
要する交通費を支給し、生活困窮者就労準備支援事業の利用促進につなげた。利
用件数：延べ１８回

指標名
R5年度 R6年度 終期目標

②

目標
①

目標 (R ) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　生活困窮者自立支援制度の任意事業である就労準備支援事業について、県内郡部を
対象に実施する。
　ひきこもり等の長期間就労していない方を対象とし、一般就労に従事する準備とし
ての基礎能力の形成を、計画的かつ一貫して支援していく。



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

　当該事業については、平成３０年１０月の法改正により、令和４年度まで
に当事業を実施することが努力義務とされた経緯があり、事業の必要性は高
い。今後も増加が予想される生活困窮者からの相談に対応できる窓口として
引き続き事業を行っていく必要がある。

３

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価)

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

（今後の課題）

　ひきこもり等の長期間就労していない生活困窮者については、行政が把握しにくい
支援対象者であるため、関係機関等と密接に連携した支援や掘り起しが重要である。
　また新型コロナウイルス感染症の影響で生活困窮者となった方に対しての支援につ
いても充実させていく必要がある。

(評価) 　ひきこもり等の長期間就労していない方からの相談を適時実施することに
より、支援プランの作成につながっており、確実に効果が出ている。

２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価) 　関係機関や生活困窮者の支援を行っている事業者等と連携し、より効率的
に支援を実施していく。

１

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　新型コロナウイルス感染症の影響で生活困窮者となった方からの相談は今後も見込
まれるため、引き続き関係機関等との連携が必要。

２ 事業の評価と課題


